






１、暮らしと地域経済の再生
（１）物価高から暮らしを守るために、光熱費や燃料代、原材

料費の高騰対策への支援を求めます。

（２）コロナで打撃を受けている小規模事業者への継続支援を。

（３）県民所得の増加と安定した雇用の拡大を求めます。

●消費税５％への減税をもとめます。

●県として正規雇用の拡大目標を持ち、政府に労働契約法

の抜本的改正を求めます。

●労働基準監督署と協力して、長時間労働の是正、サービス

残業の根絶、均等待遇の実現を。ブラック企業の根絶をめ

ざします。

●政府に、中小企業への助成をして、最低賃金の１０００円

以上への引き上げを求めます。

（４）地場産業の支援

●県が制定した中小企業振興基本条例・小規模企業振興基

本条例を生かして、産業実態調査をおこない、中小零細企

業を直接支援する予算を拡充します。

●県の特徴である繊維・食品・木材などの衣食住関連産業や

医療・医薬・福祉産業などを育て、新しい商品・サービスの

創出・販路開拓を支援します。

●産業振興総合センターの機能を拡充し、技術革新の研究

を支援。消費者のニーズに合った「奈良ブランド」商品、サー

ビスの開発を支援します。

●魅力ある商店街振興、伝統的町並みの保存活用への助成、

金融支援・融資の拡大などで、地域固有の商業環境を応援。

●公契約条例を活用して中小企業の経営健全化をはかりま

す。

●県が発注する工事や物品購入は地元中小企業に。住宅リ

フォーム助成制度や商店街リニューアル制度をつくります。

●公営住宅の改修・建設・学校の耐震化・福祉施設の建設・改

修、バリアフリー化など、生活密着の公共事業を増やし、中

小業者の仕事を増やします。

●大型店の無秩序な出退店から、地域の商店街をまもるた

めに、調整を行う条例を作ります。

（５）奈良まるごとミュージアム構想で奈良の魅力を発信する

観光を。

●数千年の歴史の中で作られてきた文化的景観・自然遺産・

古寺などの文化財、３か所の世界遺産などをいかして、県

民主体で、回遊・滞在型観光をすすめます。

●観光振興と農山村振興事業の融合で、グリーンツーリズム

や農家民宿など一体に進めるよう支援します。

（６）リニア新幹線の誘致を中止し、在来線の縮小や無人化の

中止を求め、鉄道・バスなどの運行を改善し、安全・安心の

交通手段で観光・地域振興をはかります。

２、医療福祉の充実で安心できる奈良県に
（１）新型コロナウイルス感染症から命をまもる

●コロナ感染症対応病床の拡大や感染症外来を増やすため

にも、医療従事者を増やし、医療機関への支援の継続を求

めます。

●高齢者施設や障がい者施設などクラスターが発生しやす

い施設への支援策を強化します。

●減らした保健所を増やし、体制を強化を求めます。

●感染防止に県としてあらゆる対策をとることを求めます。

（２）だれもが安全・安心の治療が受けられる医療制度を確立

●「第3期原健医療費適正化計画」で検討される地域別診療

報酬導入の撤回を求めます。

●国保会計における国庫負担金の割合を25 ％～50 ％へ

の引き上げを国に要求します。保険料一世帯1 万円の引

き下げのため県独自の助成制度をつくります。

●国保加入者には年度ごとに保険証を届け、一方的な資格

証明書、短期保険証の発行や国保滞納者への機械的な差

し押さえをやめます。すべてのこどもに無条件で保険証を

交付させます。

●国民健康保険料の子どもにかかる均等割りをなくすよう

求めます。

●福祉医療制度の一部負担金を廃止します。子どもの医療

費助成制度を高校卒業までに拡充して、窓口立て替え払

いをなくします。

●安心してお産のできる県として、南和地域医療センターに

産婦人科を開設します。周産期医療体制を充実し、NICU

（新生児集中治療室）の増設をはかります。

●医師・看護師の確保に努め、医療の公的責任を果たします。

医療従事者の待遇改善を図るとともに、県立看護学校で

の看護師養成数を増やし、院内保育所設置など働きやす

い環境を整えます。

●県内の救急医療体制整備を急ぎ、救急救命士の養成と高

規格救急車、ドクターカー、ドクターヘリコプターの配置を

系統的にすすめます。

（３）介護を受ける人も介護をする人も安心できる介護制度を

●介護保険の保険料・利用料の県独自の減免制度をつくりま

す。

●特別養護老人ホームを増設、小規模多機能施設の拡充を

図り、地域での医療・介護福祉のネットワークをつくり、住

み慣れた地域で安心して介護が受けられるようにします。

●地域包括支援センターは中学校区に1ヶ所の増設をめざし、

マンパワーや運営費の支援を行います。

●認知症疾患センターを増やし、地域の支援体制をつくりま

す。

●介護職員の処遇・労働条件を抜本的に改善し、増員への財

政的支援をはかります。

（４）必要な人すべてが受けられる生活保護へ

●生活保護の申請書類を市町村窓口に置き、また申請はイン

ターネットでもダウンロードできるようにするなど、保護申

請をする権利を保障・拡大。申請はすべて受付けます。

●生活保護基準をもとに戻し、誰もが人間らしく暮らせる保

護基準の引き上げを国に求めます。

●高齢者加算の復活、夏季加算の実施を国に求めます。

●緊急時などの際の医療証交付など県独自の支援を実施し

ます

（５）年金について

●年金生活者のくらしを脅かし将来に大きな不安につなが

る年金の引き下げ中止を求めます。

●最低年金保障制度の創設を国に求めます。

（６）仕事と子育てが両立できる社会の仕組みをつくります

●子育て「保育新システム」による、保育の公的責任を後退

させず、国と自治体の責任による保育制度を堅持します。

●保育士の処遇改善を政府に求めるとともに、独自に支援を

行います。

●保育所の待機児童をなくすために、認可保育所の増設な

ど市町村を支援します。産休明け、長時間保育の拡大、夜

間保育や病後児保育、障害児保育、一時保育など変更制

度の拡充をすすめます。長年放置されてきた保育士配置

基準の引き上げを国に求めるとともに、県独自で加配を行

います。

●障害を持つこどもの学童保育など放課後保障をすすめま

す。

●安心して仕事が続けられるように学童保育事業への県の

支援を強めます。指導員の保育士等の資格取得を奨励し、

正規雇用化を進めて、処遇の改善をおこないます。

●地域子育て支援センターを増設し、きめ細かな支援を実施

できるように、補助金の拡充をはかります。

●不足している「こども家庭相談センター」の児童福祉司の増

員をはかります。

●学校給食の無償化をすすめます。

３．子どもの人権を保障し、若者の学びを応援する教育
●教員の多忙化を解消し、小・中学校ともに30 人数学級の

拡大をはかるため、教職員定数改善を国に求めるとともに、

県独自に３０人以下学級を進めるよう求めます。

●トイレの洋式化など公立学校の施設設備の充実をはかると

ともに、全ての学校の体育館や特別教室へのエアコン設

置をすすめ、増加する電気代に対する県の助成を求めま

す。

●知的障害養護学校・高等養護学校を新設し、特別支援学校

の過密化解消をはかります。特別支援学級の定員を８対１

から６対１に戻すよう求めます。

●学力テスト・体力テストの点数を競わせる競争主義的教育

を改めさせるとともに、それに基づき幼児教育に介入する

「就学前教育プログラム」の撤回を求めます。

●公立高校定員率を７割に引き上げ、高校削減計画の中止

を求めます。県立高校の普通科の削減をやめ、高校通学

費用の助成制度を創設します。

●学ぶ意欲のある高校生・大学生のための給付型奨学金制

度の創設を求めます。

４、農業林業の活性化を目指して
●奈良県農業を基幹的生産部門に位置付け、全国ワースト５

位の食料自給率を高めます。

●学校給食への地産地消を増やします

●長期的に安定した農業を続けられるよう価格保証と所得

補償をおこないます。

●農業従事者を増やすため新規参入者だけでなく農家後継

者や意欲的に取り組もうとする人に必要な支援を行いま

す。

●奈良県の 7 割の森林を生かし、環境と生産のバランスの

取れた森林林業の活性化を目指します。

●長期にわたって山を知り管理できる人材を育て丁寧な山づ

くりを進めます。

●公共事業に県産材の積極的活用を進めます。

●鳥獣被害をなくすため、あらゆる対策を進めます。

５、災害に強く、住み続けられる奈良県を
今世紀前半といわれている南海トラフ地震が発生すると

活断層が集中する県北部での液状化発生の可能性や、大

和川亀の瀬付近での地すべり、川のせき止めなどの被害

が懸念されています。ライフライン被害では、断水世帯率

が89 ％、電気や都市ガスの供給がほぼ100 ％の世帯で

ストップすると予想されています。県南部で海溝型地震が

起きれば、道路斜面での崩落災害の発生で、住民や道路

の通行が孤立することも想定されています。

●人の命と財産を守ること最優先とした「減災」計画、市町村

ごとに住民の暮らしに密着した社会の基盤の整備で、安全

で安心した生活ができる対策をすすめます。

●雨水浸透施設設置をさらに進め、公共施設だけではなく田

畑や池、個人住宅の雨水貯留施設設置を含む個人の雨水

一時貯留に補助金をだすなど、溜める対策を推進します。

●治山治水対策の予算を大幅にふやし、砂防事業の促進、

特に土石流危険渓流対策、地滑り危険箇所、急傾斜崩壊

危険個所の災害防止対策事業の促進をはかり、河川の保

水・遊水池機能に力点を置いた全面的な治水対策を促進

します。

●大和川流域総合治水対策を進めるにあたり、国・県・市町

村が一体となって、雨水を貯留する対策に取り組み、必要

な財政措置を国に求めるとともに、県としても市町村に対

し積極的な支援を行います。

●震災対策では、活断層の分布や液状化の危険性のある地

質などの図面を県民に配布し、同時に各市町村と連携し、

各地域の安全度や震災時の避難所、非難経路などを図面

にした、わかりやすい「防災ハンドブック」を作成・配布し、

「自助」意識の醸成を図るための基礎的な情報を提供しま

す。

●役所、学校、病院等のすべての公共施設の耐震化を実現し、

住宅の耐震診断・改修を助成します。

６，ジェンダー平等の奈良県をめざします
●パートナーシップ、ファミリーシップ制度の実施を求めます。

●男女の賃金格差をなくすための取り組みを求めます。

●女性へのあらゆる暴力の根絶をめざし、女性相談体制を

強化します。

●県幹部職員の女性の登用をもとめます。

●あらゆる政策にジェンダーの視点をつらぬく「ジェンダー主

流化」をめざします。

７，気候危機打開へ取り組みを強めます
●脱炭素の実現にむけ、２０３０年までの積極的な削減目標

をもち、省エネ・再エネを推進します。

●環境を破壊するメガソーラーではなく、住宅の屋根や公共

施設の屋根を活用して太陽光発電を推進します。

８，憲法・平和・民主主義をまもり
清潔で公正な県政に

●憲法違反の敵基地攻撃能力の保持など、大軍拡を進める

岸田政権の下での憲法改正に反対します。

●県と市町村の役割を見直し、合理化・効率化を図ろうとす

る奈良モデルは中止して、住民こそ主人公の立場で自治

体が役割を発揮できるようにします。

●人権侵害や、女性差別，ＬＧＢＴへの差別を許さず基本的

人権を確立し自由な人権啓発活動を進めます

●奈良県は全自治体が平和首長会議に参加し非核平和宣言

自治体になっています。県議会でも全国で初めて核兵器

廃絶の決議が全会一致で可決されました。国に対して核

兵器禁止条約に調印、批准することを求めます。

●全国で唯一陸上自衛隊基地の無い県として奈良から世界

に平和を発信していきます。

【４】日本共産党の８つの提案 重点政策
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